
平田村介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費に係る保険給付の

受領委任に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、居宅要介護等被保険者の一時的な費用負担を軽減するた

め、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第44条第１項

に規定する居宅介護福祉用具購入費又は法第56条第１項に規定する居宅介護

予防福祉用具購入費（以下「居宅介護福祉用具購入費等」という。）に対す

る保険給付の受領委任に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（居宅介護福祉用具購入費等の受領委任による給付） 

第２条 平田村が行う介護保険の居宅要介護被保険者（法第41条第１項に規定

する居宅要介護被保険者をいう。）及び居宅要支援被保険者（法第53条第１

項に規定する居宅要支援被保険者をいう。）（以下「居宅要介護等被保険者」

という。）が、法第44条第１項に規定する特定福祉用具（以下「特定福祉用

具」という。）を販売する事業を行う者（以下「特定福祉用具販売事業者」

という。）から特定福祉用具を購入した場合、当該特定福祉用具事業者は、

当該居宅要介護等被保険者の委任に基づき、当該居宅要介護等被保険者が支

払うべき当該特定福祉用具の購入に要した費用について、居宅介護福祉用具

購入費等として当該居宅要介護等被保険者に対し支給されるべき額の限度に

おいて、当該居宅要介護等被保険者に代わり、支払を受けることができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護等被保険者に対し居宅

介護福祉用具購入費等の支給があったものとみなす。 

３ 第１項の規定に基づき、特定福祉用具事業者が居宅介護福祉用具購入費等

の支払を受ける場合は、当該特定福祉用具販売事業者は、当該特定福祉用具

を販売する際に、当該居宅要介護等被保険者から、当該特定福祉用具の販売

に係る額から当該特定福祉用具販売事業者に支払われる居宅介護福祉用具購

入費等の額を控除して得られる額の支払を受けるものとする。 

４ 特定福祉用具販売事業者は、前項の支払を受ける際、当該支払をした居宅



要介護等被保険者に対し、領収書を交付しなければならない。 

５ 居宅要介護等被保険者が、法第66条第１項に規定する支払方法変更の記載

を受けている場合又は法第67条第１項あるいは法第68条第１項に規定する保

険給付差止の記載を受けている場合又は法第69条第１項に規定する給付額減

額等の記載を受けている場合については、受領委任による保険給付は行わな

い。 

（居宅介護福祉用具購入費等の受領委任に係る届出） 

第３条 前条第１項の規定に基づき、受領委任により居宅介護福祉用具購入費

等の保険給付を受けようとする居宅要介護等被保険者は、平田村介護保険特

定福祉用具購入費給付券交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）

に、当該特定福祉用具購入に係る次の各号に掲げる書類を添付して村長に提

出しなければならない。 

(１) 特定福祉用具の概要を記載した書面 

(２) 見積書 

(３) その他村長が必要と認めた書類 

（給付券の交付） 

第４条 村長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、

平田村介護保険特定福祉用具購入費給付券（様式第２号。以下「給付券」と

いう。）を当該居宅要介護等被保険者に交付する。 

２ 前項の規定により給付券の交付を受けた居宅要介護等被保険者は、特定福

祉用具を購入する際に、特定福祉用具販売事業者に対して、第２条第３項に

規定する額を支払うとともに併せて当該給付券を提出するものとする。 

３ 給付券の有効期間は、発行の日から60日間とする。 

（支給の申請） 

第５条 第２条第１項の規定に基づき、受領委任により居宅介護福祉用具購入

費等の支給を申請する居宅要介護等被保険者は、平田村介護保険条例施行規

則（平成12年平田村規則第２号。以下「施行規則」という。）第23条に規定



する介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書に、当該特定

福祉用具の購入に係る次の各号に掲げる書類を添付して、村長に申請しなけ

ればならない。 

(１) 領収書 

(２) 給付券 

(３) 受領委任状 

(４) その他村長が必要と認めた書類 

（支給の決定） 

第６条 村長は、前条の規定による申請を受けた場合、当該給付券の記載項目

等に照らして審査し、居宅介護福祉用具購入費等の支給又は不支給の決定を

しなければならない。 

２ 村長は、前項の規定に基づき居宅介護福祉用具購入費等の支給又は不支給

の決定をしたときは、施行規則第23条第２項に規定する介護保険給付費支給

（不支給）決定通知書により、当該申請に係る居宅要介護等被保険者及び特

定福祉用具販売事業者に対し通知しなければならない。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 


